
 

 

（様式１－３） 

福島県帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和５年４月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO 103 事業名 浪江町一樹サポートセンター運営事業 事業番号 （3）-26-2 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（間接） 

総交付対象事業費 （228,245 千円） 

259,076 千円 

全体事業費 （228,245 千円） 

259,076 千円 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

東日本大震災発生及び福島第一原発事故から 11 年が経過し、平成 29 年 3月には当町の一部の避難指示 

が解除されたが、現在も震災前の 1割弱の帰還にとどまっている。今後は、このような状況から、各被災者

生活支援施策を実施し、かつての日常の生活を取り戻し、健康で生きがいを持った生活を送ることで町民

個々の復興を実現することを目標とする。 

 

事業概要 

 町内の既存介護施設「一樹デイサービス」の施設を賃借し、サポートセンターを設置する。なお、当該セ

ンターを町において直接運営することは困難であるため、町内の福祉事業所である「NPO 法人 Jiｎ」へ委託

する。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和 4年度＞ 

・サポートセンター運営 

 総合相談、住民の交流サロン、介護予防、重症化予防の体操教室等を行う。 

※ NPO 法人 Jin（一樹サポートセンター）において、令和 2 年 4 月より地域密着型通所介護での介護

報酬による事業を再開し、一部介護保険へ移行したが、職員の退職に伴う人員補充ができず介護保険

事業は廃止された。 

 

＜令和 5年度＞ 

 令和 4年度と同様。 

 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

町内の環境整備としては、災害公営住宅、道の駅なみえ、診療所、認定こども園、小中学校、ふれあいセン

ターなみえなどが整備されている。本事業の実施により、これらの事業と一体となって高齢者が安心して生

活する環境を整備することができる。また、コロナ禍ではありますが、浪江町社協サポートセンターと協働

し、地域住民との交流活動を通じて地域社会との共生が期待できる。 

 

関連する事業の概要 

浪江町社協サポートセンター運営事業 

 在宅の高齢者をサポートする事業として別途実施する。この事業との連携により、在宅から屋外活動まで

幅広く高齢者をサポートすることが可能となり、高齢者等の帰還につながる。 

 



 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



飯舘村

川俣町

葛尾村

田村市

双葉町

南相馬市

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

川内村

帰還困難区域

帰還困難区域

帰還困難区域

浪江 IC

常磐富岡IC

浪江駅

赤宇木

昼曽根

川房

室原

末森

大堀
酒井

谷津田

小野田

田尻

加倉

苅宿 酒田

立野

小丸

井手

津島羽附 下津島

南津島

牛渡
樋渡

高瀬

川添

西台

藤橋

棚塩

請戸

両竹 中浜

北幾世橋

幾世橋
権現堂

714
テキスト ボックス
浪江町　サポート拠点位置図

714
テキスト ボックス
　
権現堂・高瀬・幾世橋・
北幾世橋・棚塩・請戸・
中浜・両竹・西台・藤橋


川添・牛渡・樋渡・谷津田・
田尻・小野田・加倉・苅宿・酒田・立野


井手・小丸・大堀・酒井・
末森・室原・津島・南津島・
川房・昼曽根・下津島・
赤宇木・羽附

714
テキスト ボックス
旧避難指示解除準備区域

714
テキスト ボックス
旧居住制限区域

714
テキスト ボックス
帰還困難区域

714
テキスト ボックス
旧避難指示解除
準備区域

714
テキスト ボックス
旧居住制限区域

714
吹き出し
浪江町社協
サポートセンター

714
楕円

714
楕円

714
吹き出し
一樹サポートセンター

714
折れ線

714
折れ線


